
公立大学法人宮崎公立大学教員選考規程 

平成１９年４月１日 

規程第５８号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、公立大学法人宮崎公立大学の教授、准教授、講師（常時勤務の者に

限る。以下同じ。）、助教及び助手（以下「教員」という。）の採用及び昇任に係る選

考（以下「選考」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（教員選考会議） 

第２条 教員の選考の審査を行うため、教員選考会議（以下「会議」という。）を設置す

る。 

２ 会議は、委員６人をもって組織する。 

３ 委員は、経営審議会及び教育研究審議会の委員から学長が指名する。 

４ 会議に委員長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

５ 委員長は、会務を総理する。 

６ 委員の任期は、経営審議会及び教育研究審議会の任期とする。 

７ 委員に欠員が生じたときは、学長が補充する。 

８ 会議に、第７条に規定する面接審査を行うため必要があるときは、学長が指名する専

門委員若干人を置くことができる。 

９ 専門委員は、第７条に規定する審査が終了したときは、解任される。 

（内申） 

第３条 学長は、選考しようとする教員の分野、担当予定科目、人事計画、採用を必要と

する理由、公募条件、その他必要な事項について、理事長に内申を行うものとする。 

（審議会への提議等） 

第４条 理事長は、人事計画（定数に限る。）及び予算について経営審議会に提議するも

のとする。 

２ 学長は、選考しようとする教員の専攻分野、担当予定科目、公募条件等について教育

研究審議会に提議するものとする。 

（選考方針の決定） 

第５条 理事長は、経営審議会及び教育研究審議会の審議結果に基づき選考方針を決定す

る。 

（会議の招集） 

第６条 学長は、理事長の選考方針の決定を受けて会議を招集する。 

（会議の職務） 

第７条 会議は、選考に係る公募等を行う。 

２ 会議は、学長と協議をして応募者の業績を審査するための業績審査会（以下「審査会」

という。）を設置する。 

３ 会議は、審査会の審査結果及び面接審査等を踏まえ総合的な審査を行い、適任者を決

定する。 

４ 会議は、適任者の選考を終了したときは速やかに選考経緯及び選考結果を学長に報告

する。 

（審査会） 

第８条 審査会は、選考に必要な専攻分野ごとに教授又は准教授（学外者可）３人以上、

５人以内の委員で組織する。 

２ 審査会に委員長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

３ 審査会の委員長は、会務を総理する。 

４ 審査会の委員の任期は、会議において報告するまでとする。 

（審査会の職務） 

第９条 審査会は、応募者の教育研究等の業績について審査を行い会議に報告する。 



２ 審査会は、応募者に順位を付すことができる。 

（選考） 

第１０条 学長は、会議から審査結果の報告があったときは、適任者を候補者とすること

の可否を決定する。この場合において、学長は理由を付して会議に再選考を行うことを

指示することができる。 

２ 学長は、候補者とすることを可とするときは、速やかに選考の経緯（再選考を指示し

たときはその理由）を付して理事長に申し出る。 

 

（採用等の決定） 

第１１条 理事長は、学長の申出に基づき教員の採用又は昇任を決定する。 

（教員等の選考） 

第１２条 教員等の選考は、次条から第１７条までの資格に基づき、人格、教授能力、学

歴、職歴、学会及び社会における活動、教育研究業績、健康等を審査して行わなければ

ならない。 

（教授の資格） 

第１３条 教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学にお

ける教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。 

⑴ 博士の学位（外国において授与されたこれに相当する学位を含む。）を有し、研究

上の業績を有する者 

⑵ 研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者 

⑶ 学位規則（昭和２８年文部省令第９号）第５条の２に規定する専門職学位（外国に

おいて授与されたこれに相当する学位を含む。）を有し、当該専門職学位の専攻分野に

関する実務上の業績を有する者 

⑷ 大学又は専門職大学において教授、准教授又は専任の講師の経歴（外国におけるこ

れらに相当する教員としての経歴を含む。）のある者 

⑸ 芸術、体育等については、特殊な技能に秀でていると認められる者 

⑹ 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有すると認められる者 

（准教授の資格） 

第１４条 准教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学に

おける教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。 

⑴ 前条各号のいずれかに該当する者 

⑵ 大学又は専門職大学において助教又はこれに準ずる職員としての経歴（外国におけ

るこれらに相当する職員としての経歴を含む。）のある者 

⑶ 修士の学位又は学位記則第５条の２に規定する専門職学位（外国において授与され

たこれらに相当する学位を含む。）を有する者 

⑷ 研究所、試験所、調査所等に在職し、研究上の業績を有する者 

⑸ 専攻分野について、優れた知識及び経験を有すると認められる者 

（講師の資格） 

第１５条 講師となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

⑴ 第１３条又は前条に規定する教授又は准教授となることのできる者 

⑵ その他特殊な専攻分野について、大学における教育を担当するにふさわしい教育上

の能力を有すると認められる者 

（助教の資格） 

第１６条 助教となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、かつ、大学にお

ける教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認められる者とする。 

⑴ 第１３条各号又は第１４条各号のいずれかに該当する者 

⑵ 修士の学位（医学を履修する課程、歯学を履修する課程、薬学を履修する課程のう

ち臨床に係る実践的な能力を培うことを主たる目的とするもの又は獣医学を履修する



課程を修了した者については、学士の学位）又は学位記則第５条の２に規定する専門職

学位（外国において授与されたこれらに相当する学位を含む。）を有する者 

⑶ 専攻分野について、知識及び経験を有すると認められる者 

（助手の資格） 

第１７条 助手となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

⑴ 学士の学位又は学位記則第２条の２の表に規定する専門職大学を卒業した者に授与

する学位（外国において授与されたこれらに相当する学位を含む。）を有する者 

⑵ 前号の者に準ずる能力を有すると認められる者 

（疑義の解釈） 

第１８条 この規程の実施及び解釈について疑義が生じたときは、会議の議を経て学長が

決定する。 
附 則 

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この規程は、令和２年９月１日から施行する。 
   附 則 
 この規程は、令和３年７月３０日から施行する。 
 


